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Ⅰ 事業方針 

 

品質管理の高度化及び国際的な安全設備の整備に関する規制への対応は、国内の舶用機器及

び船用品の製造・整備事業にとって喫緊の課題となっている。この課題に取り組むため、国土

交通省及び日本財団のご指導、ご支援の下、「認定事業場の品質管理向上のための人材養成」

及び「船用品等に関する法令研究及び情報提供」、並びに認定事業場関連の基準の改正に伴う

認定事業場の取得を要望する事業者に対する「相談・指導」を引き続き実施する。 

船舶の安全及び海洋の環境保全は、海事産業界にとって常に最重要の課題である。舶用機器

の製造、修繕、整備の各段階で適切な品質管理を実施することは、この課題を解決するための

主要な手段の１つである。 

上記事業に加えて、試験研究事業等を確実に実施することにより、船用品等の品質・信頼性

の向上に寄与し、ひいては船舶の安全及び海洋の環境保全に貢献する。  

 

Ⅱ 事業内容 

１ 助成事業 

（１）認定事業場の品質管理向上のための人材養成 

①事業目的 

認定事業場（証明事業場を含む。）は、舶用機器の製造、改造・修理及び船用品の整備に

ついて、国が行う船舶安全法に基づく検査の一部を代行する任務を有している。したがって、

これら事業場は、経済環境の変動、技術革新の進展等に的確に対応しつつ、常に法定要件を

満足する品質管理体制を維持する責務が課せられている。さらに、国際化にも対応した品質

管理体制を構築、維持することが求められている。このため、本事業では、法の要件に加え、

ISO 9001 や最新の品質管理システム(TQM：総合的品質管理)にも精通した舶用機器の製造等

工事管理者及び船用品の整備技術者の養成、確保を図り、かつ、これらの世代交代にも対応

できるように、人材養成のための講習及び研修を実施する。 

これにより、認定事業場制度の円滑な運用に資するとともに、船舶の安全航行及び人命の安

全確保に寄与する。 

 

②事業計画 

舶用機器の製造等認定事業場、膨脹式救命いかだ整備事業場及び GMDSS 整備事業場等の

技術者に対する講習会・研修会を次により開催し、技術者の世代交代にも対応できるように
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人材を養成、確保する。 
 

イ 舶用機器製造工事管理者品質管理講習会・研修会 

参加希望者５０名を対象に、講習会を東京で開催し、合格者に当会所定の資格を付与

する。 

また、有資格者８０名を対象に、研修会を大阪で２回及び伊東で１回開催する。 

 

ロ 舶用機器修繕工事管理者品質管理講習会・研修会 

参加希望者２０名を対象に、講習会を東京で開催し、合格者に当会所定の資格を付与

する。 

また、有資格者４０名を対象に、研修会を大阪で開催する。 

 

ハ 船用品整備技術講習会・研修会 

    ○ 膨脹式救命いかだ整備技術講習会・研修会 

       整備認定事業場の技術者４０名を対象に、講習会を東京で開催し、学科及び実技に

関する講習を５日間、試験を１日間実施する。 

また、膨脹式救命いかだ整備技術者９０名を対象に、研修会をいわき、神戸及び高

松で開催し、学科及び実技に関する研修を２日間実施する。 

○ 降下式乗込装置整備技術研修会 

降下式乗込装置整備技術者３０名を対象に、研修会を広島で開催し、学科及び実技

に関する講習を２日間実施する。 

○ GMDSS 救命設備整備技術研修会 

GMDSS 救命設備整備技術者６０名を対象に、研修会を東京及び大阪で開催し、学科

及び実技に関する講習を１日間実施する。 

 

③実施に必要な経費     

       総   額   10,600,000 円 

       助 成 金    8,480,000 円 

自己負担金       2,120,000 円 
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（２）船用品等に関する法令研究及び情報提供 

①事業目的 

舶用機器や船用品の構造、性能要件は、IMO（国際海事機関）で採択された SOLAS 条約関

連規則等に定められ、国内法令にその具体的な基準が定められている。当会は、IMO の国際

会議に専門家を派遣し、関係条約の改正等に適宜対応しているところであり、今後とも、IMO

の条約改正作業や ISO（国際標準化機構）等国際的な規格化の動向を注視していくとともに、

当会の調査研究成果を基準の改正等に反映させていくこととする。このため、海事関連の条

約、国際規格及び国内関係法令の改正動向並びに国内外の舶用機器の製造、船用品の製造及

び整備に必要な事項に関する文献・資料の調査、海外の実地調査による情報・資料の会員等

への提供並びに必要に応じた当会の調査研究成果の公表を通じて、関係先に種々の提案を行

う。また、法令改正等に関する説明会を開催し、会員企業の円滑な事業の推進に資する。 

 

②事業計画 

イ 国際条約等の改正動向の調査 

   国際条約の改正状況や動向調査のため、２０２４年３月にロンドンで開催される IMO 

の第１０回船舶設備小委員会(SSE10)への有識者の派遣を行う。 

ロ 海外の船用品の現状調査 

   欧州地区における救命艇設備等整備事業場の実状調査及び船用品製造事業場の品質

管理の実状調査を実施し、MSC402(96)に基づく、認定整備事業場による整備の強制化後

の状況等に関する情報を報告書等に取りまとめ、会員に配布する。 

ハ 説明会の開催 

船舶の安全・海洋の環境基準に係る規則等の改正について、広島及び東京で説明会を

開催する。 

ニ 事業成果の公表・提案 

   調査研究事業等の成果を適宜公表し、関係先へ種々の提案をする。 

 

③実施に必要な経費     

       総   額   3,600,000 円 

       助 成 金   2,880,000 円 

自己負担金        720,000 円 
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２ 基盤整備事業 

（１）品質管理調査研究 

①事業目的 

事業場における自主検査体制の合理化又は品質の改善を推進するため、各種の調査研究を

行い、関係先に対して意見交換、意見具申等を行う。 

 

②事業計画 

イ 認定事業場の自主検査と検査制度に関する調査研究 

認定事業場の自主検査の実状、会員の要望等を踏まえ、自主検査と検査制度に関する

調査研究を行う。また、海外認定事業場の自主検査と検査体制を調査し、国内事業場と

の調和を図る。 

ロ 船用品の品質改善、品質管理の向上に関する調査研究 

国際基準の改正に伴う船用品に係る品質改善、品質管理のあり方を検討する。また、

新たに型式承認された物件を調査、整理し、国土交通省型式承認物件一覧表を作成する。 

ハ 新規認定物件に関する調査研究 

認定事業場の新規対象物件について、製造事業場から運用等に関する要望等を調査し、 

取りまとめる。必要に応じて、国土交通省に基準改正等必要事項を具申する。 

   ニ 業種別部会の開催 

必要に応じ、業種別の部会を開催する。 

 

③実施に必要な経費 

   35,624,000 円 

 

（２）指導 

①事業目的 

船舶検査制度の適正かつ円滑な運用に資するため、必要な指導や情報提供等を行う。 

 

②事業計画 

イ 製造認定事業場継続調査指導 

製造認定事業場に対しては、法定要件の維持及び国際規格を踏まえた品質管理の向上
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を目的として、当該事業場を認定期間の５年間に３回の周期で調査指導を実施する。 

２０２３年度は２９事業場について実施する。 

ロ 船用品整備事業場巡回調査指導 

船用品の整備事業場及び証明事業場については、４～５年のインターバルで定期的な

巡回調査指導を実施する。２０２３年度は、膨脹式救命いかだ整備認定事業場の１４事

業場及び GMDSS 救命設備整備証明事業場の１８事業場について実施する。 

ハ 新規に認定を希望する製造及び整備事業場調査指導 

   新たに認定を希望する製造事業場及び整備事業場について、認定取得に関する指導を

実施する。 

ニ 整備情報の集中管理 

   膨脹式救命いかだ等サービスステーションの整備状況の管理、運営に資するため、膨

脹式救命いかだ及び GMDSS 救命設備の整備情報を集中管理し、必要な情報を把握、提

供する。 

ホ 型式承認関係申請事務に関する指導 

   型式承認取得事業者が、当該物件の仕様を変更する場合において、会員と協力して問

題点を関係当局と協議、調整し、会員事業場の利便に資する。 

へ GMDSS 救命設備積付け技術研修会 

   GMDSS 救命設備積付け技術者の資格を更新するための研修会（目標９０名）を開催す

る。 

ト 磁気コンパスアジャスタ研修会 

    （一社）日本コンパスアジャスタ協会との共催で、磁気コンパス整備技術者の資格を

更新するための研修会（目標２５名）を開催する。 

チ イマーション・スーツ整備技術講習会・研修会 

   イマーション・スーツの整備技術者を養成するための講習会（目標１０名）及び資格

を更新するための研修会（目標４０名）を開催する。 

リ 船舶用消防設備整備技術講習会・研修会 

   船舶用消防設備等の点検整備技術者を養成するための講習会（目標１０名）及び資格

を更新するための研修会（目標３０名）を開催する。 

ヌ ISO 関係業務等に関する指導 

   会員からの要請に応じ、ISO 9001、ISO 14001 及び CE マークに関する指導を行う。 
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ル 品管時報、SS ニュースの刊行 

    会員の事業活動に有益な資料を収集し、品管時報（年６回）等の刊行物として会員等

に配布する。 

ヲ ホームページによる情報提供 

ホームページにより、各種の情報提供を行う。 

 

③実施に必要な経費 

   48,894,000 円 

 

（３）救命艇装置の安全性向上のための人材養成 

①事業目的 

救命艇装置（救命艇及び進水装置）の保守点検・整備に従事しようとする技術者に対して、

所定の講習会及び資格を更新するための研修会を開催し、資格を有する技術者の養成、レベ

ルの向上を図る。また、使用する教材である救命艇の点検・整備を行う。 

 

②事業計画 

イ 講習会 

救命艇装置の整備に従事する技術者（目標４０名）を対象に、東京で講習会を開催し、

学科及び実技に関する講習５日間、試験２日間を実施する。合格者に救命艇装置整備技

術者の資格を付与する。 

   ロ 研修会 

      救命艇装置整備技術者の資格を有する者のうち有効期限の満了となる整備技術者（目

標７０名）を対象に、東京で研修会を開催し、学科及び実技に関する講習２日間、試験

１日を実施する。合格者の資格を更新する。 

ハ 教材（救命艇の進水装置等）の新規設置及び点検・整備 

      教材として必要な新たな装置を設置するとともに、救命艇の進水装置等の点検・整備

を行う。 

   

③実施に必要な経費 

   46,296,000 円 
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（４）相談 

①事業目的 

会員の業務に関して、各種相談に応じる。 

 

②事業計画 

イ 一般相談 

    検査制度、品質管理に係る相談に対する指導、助言を行う。 

 

③実施に必要な経費 

   9,322,000 円 

 

 

３ 試験研究事業  

①事業方針 

製品安全評価センターは、中立かつ公正な第三者試験機関として、船用品、艤装品その他製

品（以下「船用品、艤装品等」という。）の IMO 基準、ISO 規格等への適合性について定めら

れた試験方法に基づいて試験を実施し、各国の主管庁や船級協会等に活用される国際的に通用

する試験成績書を発行する。 

国土交通省から SOLAS 条約 FTP コードに適合する我が国唯一の試験所として認定されてい

るほか、ISO/IEC 17025（試験所の能力等を定めた国際規格）に基づく試験所認定や MED（欧

州舶用機器指令）の定める試験が実施できる試験所としての認定を維持することにより、国際

的な第三者試験機関として広範な活動を行う。 

今後とも試験品質の維持・向上を図り、顧客の試験ニーズへの対応に努めるとともに、IMO

基準や ISO 規格の改定等にあたって技術的な支援を行うことにより、船用品、艤装品等の品質

向上、海事産業の発展に寄与する。 

試験研究事業の実施にあたっては、新型コロナウイルス感染症の感染法上の位置付けの変更

に対応した感染対策を講じて、顧客や職員の安全安心の確保、試験研究事業に関わるリスクの

低減に努める。 
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②事業の概要 

イ 依頼試験及び施設利用試験 

船用品、艤装品等について船舶安全法、IMO 基準、ISO 規格、JIS 規格、船級協会規則等

に基づく試験を実施し、試験成績書を発行する。 

船用品、艤装品等の改善、開発に関して試験設備・装置、計測機器等の貸与を行う。 

ロ 調査研究 

IMO、ISO 等で審議される船用品、艤装品等に関する規則や技術基準、試験基準に関する

情報収集を行うとともに、必要な対応策等について関係団体等と協力して調査研究を行う。 

ハ 技術支援 

舶用品、艤装品等の試験、研究及び開発を行う者に対して情報提供、技術的な支援等を

行う。 

IMO、ISO 等の国際会議や国内の各種委員会等に技術専門家として出席し、舶用品、艤装

品等の技術基準・規格の制定、改正に寄与する。 

ニ 試験品質の維持・向上（試験所認定、試験設備の整備） 

国土交通省、（公財）日本適合性認定協会及び Nippon Kaiji Kyokai（Netherlands）B.V.（Class 

NK のオランダ法人）の試験所認定を維持するとともに、ISO/IEC 17025（試験所の能力等

を定めた国際規格）に基づく運営を行い、試験品質の維持・向上に努める。 

試験設備・装置、計測機器等について、定期的な点検・整備・校正により性能の維持を

図るとともに、所要の改修・更新を行う。 

更に、築５０年のセンターの建物・付帯設備の大規模改修を行い、試験環境の改善を図

る。 

 

③実施に必要な経費 

    246,064,000 円 
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４ その他の事業 

①事業計画 

   イ PL 保険に関する調査研究、保険の付保支援 

    会員要望を踏まえた品管 PL 保険のあり方を検討する。また、保険の付保支援を図る。 

ロ 表彰等 

    会員に対する栄典業務を行う。また、設備、運転資金融資に関する相談、支援を行う

とともに、各種公的給付金の受給に伴う証明業務を行う。 

 

②実施に必要な経費  

1,000,000 円（管理費に含まれる） 
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２０２３年度事業一覧表 

（助成事業）                                  （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 項    目 
2023 年度 

備  考 
事 業 費 助 成 金 自己負担金 

1 認定事業場の品質管理向上のための人材養成 

イ 舶用機器製造関係 

舶用機器製造工事管理者品質管理講習会 

舶用機器製造工事管理者品質管理研修会 

 

ロ 舶用機器修繕関係 

舶用機器修繕工事管理者品質管理講習会

舶用機器修繕工事管理者品質管理研修会

 

ハ 船用品整備関係 

膨脹式救命いかだ整備技術講習会 

膨脹式救命いかだ整備技術研修会 

 

降下式乗込装置整備技術研修会 

 

GMDSS 救命設備整備技術研修会 

 

10,600 

 

 

 

 

     

 

8,480 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,120 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京 

伊東/ 

大阪(２回) 

 

東京 

大阪 

 

 

東京 

いわき/ 

神戸/高松 

広島 

 

東京/大阪 

 

2 船用品等に関する法令研究及び情報提供 3,600 2,880 720  

助 成 事 業 諸 経 費 86,608    

合 計 100,808    

参 考 

－ 10 －



 

－11－ 

（基盤整備事業）                                （単位：千円） 

№ 項   目 2023 年度 備      考 

1 品質管理調査研究 35,624 イ 認定事業場の自主検査と検査制度に関する調査研究 

ロ 船用品の品質改善、品質管理の向上に関する調査研究 

ハ 新規認定物件に関する調査研究 

ニ 業種別部会の開催 

2 指 導 48,894 イ 製造認定事業場継続調査指導 

ロ 船用品整備事業場巡回調査指導 

ハ 新規に認定を希望する製造及び整備事業場調査指導 

ニ 整備情報の集中管理 

ホ 型式承認関係申請事務に関する指導 

へ GMDSS 救命設備積付け技術研修会 

ト 磁気コンパスアジャスタ研修会 

チ イマーション・スーツ整備技術講習会・研修会 

リ 船舶用消防設備整備技術講習会・研修会 

ヌ ISO 関係業務等に関する指導 

ル 品管時報、SS ニュースの刊行 

ヲ ホームページによる情報提供 

3 救命艇装置の安

全性向上のため

の人材養成 

46,296 イ 講習会 

ロ 研修会 

ハ 教材（救命艇の進水装置等）の新規設置及び点検・整備 

4 相 談 9,322 イ 一般相談 

合   計 140,136  

 

（試験研究事業）                              （単位：千円） 

№ 項   目 2023 年度 備      考 

1 試 験 研 究 事 業 246,064 イ 依頼試験及び施設利用試験 

ロ 調査研究 

ハ 技術支援 

ニ 試験品質の維持・向上（試験所認定、試験設備の整備） 

合   計 246,064  

 

 

（その他の事業）                               （単位：千円） 

№ 項   目 2023 年度 備      考 

1 そ の 他 の 事 業 1,000 イ PL 保険に関する調査研究、保険の付保支援 

ロ 表彰等 

合   計 1,000 ※管理費に含まれる  
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